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平成17年度の介護保険法改正に伴い，介護予防支援のために地域包括支援センター（包括セ
ンター）が，市町村に設置された。本調査では，地域の保健福祉の支援対象として，見守りが
必要な後期高齢者を特定するために実施された「お達者チェック」より，包括センターを利用
する高齢者の特性について分析を行った。継続的かつ包括的な保健福祉の支援ネットワークの
中核としての機能を担う包括センターの利用者が，どのような特性を持つのかを把握すること
で，包括センターが行う支援方法についての検討を行う。
平成19年８～10月に，小田原市在住の後期高齢者全数を対象に実施された，「お達者チェッ

ク」の有効回答者16,110人を対象にした。包括センターの相談有無に関連する要因について，
男女別に，世帯，社会活動性および不安について検証した。分析は，多重ロジスティック回帰
モデルを用い検定を行った。
包括センターに「相談している」と回答した人は，男性413人（6.7％），女性901人（9.8
％）であった。相談している人は，相談していない人と比較し，男女とも独居世帯，近所付き
合いや趣味・特技がなく，かつ仕事をしていない人であり，身体面および心理的・精神面の不
安がある人であった。女性においては，65歳以上家族と同居，相談できる友人・知人がいない，
住環境面の不安があることも包括センターへの相談利用に有意に関連していた。
包括センターを利用している後期高齢者の特性として，サポートネットワークが低いこと，

身体面および心理・精神面の不安を抱えていることが明らかとなった。後期高齢者の増加に伴
い，高齢者の不安に対応した保健・福祉のサービスが適切に利用できるように，包括センター
の役割がますます重要となってくることが考えられる。

地域包括支援センター，後期高齢者，不安，介護保険

Ⅰ

高齢化がすすむ中，平成12年度より開始され
た介護保険制度は，制度開始から年々増加する
介護給付費の軽減のため，高齢者の自立維持を
最大の取り組みとして，制度の改正が行われた。
平成17年度に成立した改正介護保険制度は，よ
り持続的な介護保険制度の実現にむけ，予防重
視型および地域密着型のサービスの提供を骨子

としている1)。制度の見直しとともに，市町村
に創設された地域包括支援センター（以下，包
括センター）は，保険制度の見直しの柱である
継続的かつ包括的な支援提供の中核として，重
要な機能を担っている2)3)。高齢者が住み慣れ
た地域で，安心して自立した生活を営んでいく
ためには，地域にある多様なサービス資源を適
切に活用していくことが重要であり，包括セン
ターがインフォーマルなサービスも含めた，各
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（単位 人，（ ）内％）

全体
（ｎ＝16,110）

男性
（ｎ＝6,417）

女性
（ｎ＝9,693）

平均年齢±標準偏差
世帯
独居
65歳以上家族との同居
65歳未満家族との同居

社会活動
近所付き合いあり
相談できる友人・知人あり
特技・趣味あり
仕事あり

日常生活動作
食事
自立
一部介助
全介助

排泄
自立
一部介助
全介助

歩行・移動
自立
一部介助
全介助

入浴・更衣
自立
一部介助
全介助

歯磨き
自立
一部介助
全介助

不安あり
身体面
心理・精神面
経済面
住環境面

介護保険サービス
受けている
受けようと思っている
受けていない

地域包括支援センター
相談している
相談しようと思っている
相談していない
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資源提供者との連携を強めていくことが求めら
れている4)。高齢者の個別性を重視した支援提
供のためには，包括センターを利用している高
齢者の特徴を把握していくことが必要であると
考え，本研究では神奈川県小田原市在住の75歳
以上（後期高齢者）を対象にした「お達者
チェック」から，包括センターへの相談利用に
関連する要因について検証することを目的とし
た。介護保険法改正から３年が経過した現在，
包括センターを利用している高齢者の実態を把
握することで，今後の高齢者の支援活動の方向
性について検討する。

Ⅱ

小田原市在住の後期高齢者，全数17,977人
（同市における平成17年度の老年人口割合は
19.9％，後期高齢者人口割合は8.6％）を対象
に調査を実施した。この調査は，小田原市社会
福祉協議会が主体となり，地域における高齢者
見守り活動の資料とすることを目的に，平成19
年度から「お達者チェック」と題して行われて
いるものである。自記式質問用紙を用いて，調
査を実施した。調査期間は平成19年８～10月で，
民生委員ならびに自治会員により，調査対象者

を個別に訪問し，留め置き法による調
査票の配布・回収を行った。調査票の
回答は，本人，または本人が回答不可
能な場合は家族が行った。調査実施に
際し，調査対象者に対して，協力がで
きない場合には回答しなくてよいこと，
データはすべて地域における見守り活
動に活用されることを文書で示し，調
査協力の同意を得た。本調査における
解析では，データはすべてコード化さ
れ，個人の特定がされないことにより，
倫理的問題はないと判断した。

調査項目は基本的属性，日常生活動
作５項目（食事，排泄，歩行，入浴・
着替え，歯磨き・義歯の手入れ），手
段的日常生活動作３項目（買い物，調
理・洗濯・掃除，郵便・新聞を読む），
社会活動性（近所付き合い，相談でき
る友人・知人，趣味，仕事），不安
（身体面，心理・精神面，経済面，住
環境面）の有無，ならびに介護保険
サービスおよび包括センターへの相談
の利用について質問した。

有効回答数16,110人（89.6％）を分
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（単位 人，（ ）内％）

男性 女性

相談している群
（ｎ＝413）

相談していない群
（ｎ＝5,749）

相談している群
（ｎ＝901）

相談していない群
（ｎ＝8,255）

世帯
独居
65歳以上家族との同居
65歳未満家族と同居

近所付き合い
あり
なし

相談できる友人・知人
あり
なし

趣味・特技
あり
なし

仕事
している
していない

身体面の不安
あり
なし

心理・精神面の不安
あり
なし

経済面の不安
あり
なし

住環境面の不安
あり
なし

注 ＊ｐ≦0.001
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析対象とした。包括センターに「相談してい
る」と回答した人を「相談している群」「相談
しようと思っている」または「相談していな
い」と回答した人を「相談していない群」の２
群に分けた。対象者の特性である世帯構成，社
会活動性および不安を独立変数とし， 2 検定
を用いて「相談している群」と「相談していな
い群」の比較を行った。さらに，包括センター
利用者の特性を明らかにするために， 2 検定
により有意に関連がみられた変数を投入し，多
重ロジスティック回帰分析を実施した。分析は
年齢で調整し，男女別に層化した。統計処理は
すべて， を用いた。

Ⅲ

有効回答数16,110人のうち，男性は6,417人
（39.8％），女性9,693人（60.2％）であった。
平均年齢は，81.6（75～106）歳であった。包

括センターへ相談している人は，全体で1,314
人（8.2％），相談しようと思っている人は434
人（2.7％），相談していない人は13,570人
（84.2％）であった。 に男女別の対象者の
概要を示す。

包括センターへの相談の有無別にみた対象者
の特性（性別）を に示す。包括センターへ
「相談している群」の特性は，「相談していな
い群」と比較して，65歳未満の家族と同居して
いる割合が少なかった（男性51.0％，女性55.5
％）。また，近所付き合いをしていない（男性
50.2％，女性45.7％），相談できる友人・知人
がいない（男性29.4％，女性25.3％），趣味・
特技がない（男性65.9％，女性64.5％），仕事
をしていない（男性93.6％，女性95.4％）人の
割合が高かった。さらに不安の４項目すべてに
おいて，「不安あり」と回答した割合が，男女

ともに「相談している
群」において高かった。
相談している群と相談
していない群の特性に
ついて 2 検定を行っ
た結果，世帯構成，近
所付き合い，相談でき
る友人・知人，趣味・
特技および仕事の有無
と，身体面，心理・精
神面，経済面および住
環境面における不安の
有無について有意に相
違がみられた（ｐ≦
0.001）。

包括センターの相談
利用との関連要因につ
いて分析した結果を
に示す。包括セン
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全体 男性 女性

オッズ比
（95％信頼区間）

オッズ比
（95％信頼区間）

オッズ比
（95％信頼区間）

世帯
独居
65歳以上家族との同居
65歳未満家族との同居
近所付き合い
なし
あり
相談できる友人・知人
なし
あり
趣味・特技
なし
あり
仕事
していない
している
身体面の不安
あり
なし
心理・精神面の不安
あり
なし
経済面の不安
あり
なし
住環境面の不安
あり
なし

注 1） オッズ比は年齢を調整したものであり，各変数の一番下のカテゴリーを1.0とした場合
の値である。

2） ＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.001
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ターへの相談と世帯状況との
関連については，男女ともに
独居世帯（男性オッズ比
［ ］＝1.89，95％信頼区間
［ ］＝ 1.37 － 2.60，女性
＝1.75，95％ ＝1.47－

2.08）であること，また女性
では，65歳以上家族と同居し
ている人（ ＝1.28，95％
＝1.06－1.56）が，65歳

未満家族と同居している人と
比べて，有意に包括センター
への相談を行っていた。社会
活動性との関連については，
男女ともに「近所付き合いが
ない」（男性 ＝2.78，95
％ ＝ 2.15 － 3.58， 女 性
＝2.21，95％ ＝1.85－

2.63），「趣味・特技がない」
（男性 ＝2.29，95％ ＝
1.79－2.92，女性 ＝1.51，
95％ ＝1.29－1.78）およ
び「仕事をしていない」（男
性 ＝ 3.73， 95 ％ ＝ 2.46 － 5.65，女性
＝3.80，95％ ＝2.74－5.26）人が，有意

に包括センターへの相談を行っていた。さらに
女性では，「相談できる友人・知人がいない」
（ ＝1.24，95％ ＝1.01－1.51）人が，包
括センターの相談利用を行っていた。不安の項
目については，男性では，身体面の不安
（ ＝3.12，95％ ＝2.22－4.38），心理・
精神面の不安（ ＝2.59，95％ ＝2.00－
3.36）を抱えている人が，有意に包括センター
に相談していた。女性では，身体面の不安
（ ＝2.69，95％ ＝2.13－3.39）と心理・
精神面の不安（ ＝2.32，95％ ＝1.94－
2.78），住環境面の不安（ ＝1.43，95％
＝1.17－1.74）がある人が，有意に包括セ

ンターを利用していた。

Ⅳ

高齢者の健康および自立の維持を目的に，包
括センターが，平成17年度の介護保険法改正に
伴い設置されることとなった。平成19年度にお
ける小田原市内の包括センターの数は、同市内
65歳以上人口約４万人に対し ５施設であった。
本調査では，後期高齢者を対象とした悉皆

しっかい

調査
から，包括センターを利用している後期高齢者
の特性を把握するために，分析および検証を
行った。包括センターを利用している人は，男
女合わせて8.6％であり，包括センターへ相談
をしている後期高齢者の特性として，以下のよ
うなことが明らかとなった。
世帯構成については，男女ともに独居世帯と，
女性では独居を除く高齢者世帯が，65歳未満家
族との同居者と比較し，包括センターを利用し
ていた。平成17年度に内閣府が実施した「世帯
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類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識
調査」によると，なんらかの通所・在宅福祉
サービスを利用している割合が，独居世帯に多
いことが報告されている5)。金川らの調査6)に
おいて，とりわけ後期高齢者は，独居高齢者の
中でも身体的・精神的機能が低いとされている
ことから，サービスのニーズが高まることが考
えられる。独居や高齢者のみの世帯は，65歳未
満家族との同居世帯と比較し，家族の代替的と
なるサポート提供者として，包括センター等の
サービス機関を利用する傾向があると考えられ
る。このため，本研究においてもこのような結
果が得られたと考えられる。平成18年の全国に
おける高齢者世帯の構造では，独居および夫婦
のみの世帯が，高齢者の世帯全体の半数以上を
占めており1)，これらの世帯対象者が地域での
サービスを適切に利用していくために，包括セ
ンターの役割がますます重要になることが考え
られる。
社会活動との関連については，男女ともに，

近所付き合いがないこと，趣味・特技がないこ
と，仕事をしていないことが，包括センターを
利用する傾向にあり，女性においては，さらに，
相談できる友人・知人がいないことが関連して
いた。予防健診の参加や医療施設利用との関連
性については，趣味を持つことや地域活動への
参加が，予防健診への参加にもつながることが
先行研究より示唆されている7)-9)。活動性が高
いことにより，近隣や活動の場における情報交
換が個人の保健福祉に関する知識の向上となり，
介護予防活動の参加への誘因となるためと推測
される。一方，本分析においては，活動性の低
い後期高齢者のほうが，包括センターを有意に
利用していた。これは個人の疾病予防ならびに
健康向上という資源の活用と異なり，社会活動
が低いと，専門家以外への心身の健康や不安の
相談を得る代替的なサポートネットワークが限
られてくるため，介護予防に関する情報提供や
相談を包括センターに依頼する傾向につながる
ことが考えられる。
分析対象者の日常生活自立度は，男女ともに

約90％がいずれの動作においても自立している

と回答していた。他方，全体の半数以上が身体
面での不安を抱えていた。身体面への不安を抱
えている人は，不安のない人と比較し有意に包
括センターへの相談を行っていたが，身体面の
不安を抱える半数の人は相談利用を行っていな
いことも明らかとなった。介護保険法改正の目
的は，高齢者が介護を要する状態となることを
予防するための施策を重視していることから，
高齢者自身が，加齢に伴う身体の機能低下への
不安を抱えた段階から予防に向けた取り組みを
行えるよう，高齢者自身やその家族に理解して
もらうことが，重要であると考えられる。身体
面の不安に加えて，男女ともに心理・精神面の
不安と包括センターへの利用にも関連があるこ
とが明らかとなった。精神保健上の問題として，
高齢者におけるうつが，近年国内外において問
題となっている10)11)。うつ状態は，身体機能の
低下や社会活動を低下させ，高齢期における健
康ならびに生活満足度も悪化させることから，
十分な支援が必要とされている。村岡らの研究
では，社会支援が低い高齢者ほど，うつ傾向に
なることが明らかになっている12)。本調査では
うつ状態を評価する質問項目は含まれていな
かったが，上記の結果より，包括センターが心
理・精神面での健康状態に問題のある高齢者に
対し，地域における支援機関として重要な役割
を担っていることが示唆された。
本研究における限界は，包括センターの認知
度の割合が不明であったために，認知度と利用
度との関連性について分析することができな
かった。また本研究では，包括センターの利用
と不安との関連および利用者の特性についての
分析を行ったが，実際にどうして包括センター
に相談するようになったのか，または相談しよ
うと考えているのかなど，利用理由については，
さらに詳細な調査を実施する必要がある。

Ⅴ

後期高齢者における包括センターの相談利用
者の特性については，男女ともに，身体面や心
理・精神面での不安があり，近所付き合いがな
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い，独居世帯などといった社会活動および社会
ネットワークが低いことが明らかとなった。ま
た女性では，住環境面の不安を抱える人も包括
センターの利用と関連していた。このことから
包括センターが，多様な側面における不安を抱
えていたり，支援ネットワークの低い高齢者に
対して，介護予防のための支援窓口としての機
能が担われていることが示唆された。今後，さ
らに後期高齢者人口が増加していく中で，高齢
者が自身の心身の機能状態を正しく理解し，
個々にあった地域資源を適切に活用していくた
めには，包括センターの機能がさらに強化され，
連携のとれた地域づくりが行われていくことが
重要である。
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